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平成30年度大学等における産学連携等実施状況について

国公私立大学（短期大学を含む）、

国公私立高等専門学校、大学共同利用機関

（全1,069機関）が対象

平成30年度大学等における産学連携等実施状況について
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文部科学省では、産学連携等の実施状況について広く把握し、今後の産学連携等施策の

企画・立案に反映させることを目的として、全国の大学等を対象に産学連携等の実施状況を

毎年調査しています。調査項目は、民間企業との共同研究、受託研究、治験の実績、知的財

産の活用等です。

◆調査項目

民間企業等との共同研究、受託研究、治験の実績、知的財産の活用等

特許権
Patent

◆対象機関

国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関

（全１,069機関）※本調査では以下、

・国立大学等…国立大学、国立高等専門学校、大学共同利用機関

・公立大学等…公立大学（短期大学を含む）、公立高等専門学校

・私立大学等…私立大学（短期大学を含む）、私立高等専門学校
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実施等収入

特許権実施等件数

知的財産権
等収入

研究者1人あたりの
特許権実施等収入額\
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※知的財産権等収入の中に

　特許権収入が含まれています。

知的財産権


